
１ １ １ １ 防災防災防災防災からからからから減災減災減災減災へのへのへのへの転換転換転換転換・・・・再構築再構築再構築再構築によるによるによるによる地震地震地震地震・・・・津波対策津波対策津波対策津波対策のののの推進推進推進推進についてについてについてについて
　　　　　
             　　　　県担当課（室）　南海地震防災課，建築開発指導課，港湾空港課
【徳島県の現状と課題】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　《東日本大震災からの復興の基本方針》（P24）
  　◇大震災の教訓を踏まえた国づくり
　　　・ハード・ソフトの施策を組み合わせた「多重防御」による「津波防災まち
　　　　づくり制度」を，早急に具体化する。
　　　・東海・東南海・南海地震による被害軽減のための対策を検討する。　
　《国の検討状況》　
　　◇　国土交通省は，社会資本整備審議会・交通政策審議会交通体系分科会計画 
　　　部会の緊急提言を受け，津波の危険度に応じて土地利用を規制する「津波防
　　　災まちづくり法」（仮称）を検討中　　

《現状》
　■　千年に一度という「東日本大震災」では，想定をはるかに超えた大きな地震津
　　波により，広域で甚大な被害が発生している。
　■　「湾口防波堤」や「万里の長城」といわれた防潮堤をはじめ防災施設が大規模
　　に被災し，「想定外事象」に対するハード事業の限界が明らかになった。
　■　本県では，三連動地震への対策を検討するため「地震津波減災対策検討委員
　　会」を設置し，「被害想定」の見直しやこれまでの「防災」だけでなく「減災」 
　　の視点を加えた地震津波対策の検討を進めている。
《課題》
　◆　「住宅の高台移転」や「津波に対して余裕を持った高さの宅地造成」など，津
　　波に対して安全で安心なまちづくりが必要とされている。
　◆　三連動地震や想定を超える地震津波に対しては，これまでの「防災」だけでな 
　　く，新たな「減災」の視点を加えた地震津波対策を推進する必要がある。
　◆　三連動地震や想定を超える地震津波に対しては，ハード事業のみでは限界があ 
　　ることから，適切な土地利用規制などソフト対策を組み合わせることによって， 
　　総合的に津波に対応し，被害の軽減を図る必要がある。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
　　不確実性の伴う「想定」であることを認識した上で，千年に一度発生する巨大地 
　震津波，さらには，想定外事象への対応ができるように，防災から減災への転換・ 
　再構築を図ること。
　①　千年に一度発生する巨大地震津波への総合的な減災対策を地方の裁量で行える
　　予算制度を創設し，積極的な財政支援を行うこと。　　　　
　　　（具体的なメニュー）
  　　・津波浸水予想区域内の住宅の「高台への集団移転」(※移転に伴う農振法等
　　　　手続の簡素化も必要）      
      ・宅地や道路などの「面的な嵩上げ」
    　・高速道路盛土を利用した避難場所の設置など
　②　従来の防災施設や防災拠点施設が千年に一度発生する巨大地震・津波に対して
　　も機能を発揮するよう構造基準の見直しを早期に行うこと。
　③　津波に強いまちづくりを実現するため，減災対策としての新たな土地利用規制 
　　制度を創設すること。　　　　　　　

　主務省庁局名　内閣府，国土交通省都市局，水管理･国土保全局，住宅局，港湾局，道路局

　関係法令等　　東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法
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＜参考＞

津波津波津波津波

津波浸水予測区域津波浸水予測区域津波浸水予測区域津波浸水予測区域

住宅地
道路

嵩上げ津波

津波浸水予測区域

対策前 対策後

高台への移転

千年に一度の
巨大地震・
津波に対応

提言提言提言提言①①①①　　　　総合的総合的総合的総合的なななな減災対策減災対策減災対策減災対策をををを地方地方地方地方のののの裁量裁量裁量裁量でででで行行行行えるえるえるえる予算制度予算制度予算制度予算制度のののの創設創設創設創設

津波避難ビル建設
高速道路盛土を利用した

避難場所の設置

※移転に伴う農振法等
　 手続の簡素化も必要

従来の構造基準での整備

甚大な被害が発生
避難タワーも浸水

津波が防波堤を越流し基礎部が洗掘され防波堤が倒壊⇒巨大津波がそのまま町へ

・防災施設は壊滅的な破壊とならず，減災施設として機能
・防災拠点施設となる高層ビルも津波で倒壊せず，津波避難ビルとして機能

構造基準の見直しで壊れにくい構造へ

例えば・・・
洗掘を受け
にくい構造

・多少変形しても｢減災施設｣
　として機能を発揮
・迅速な復旧も可能

提言提言提言提言②②②②　　　　巨大地震巨大地震巨大地震巨大地震・・・・津波津波津波津波にににに対対対対してもしてもしてもしても機能機能機能機能をををを発揮発揮発揮発揮するするするする構造基準構造基準構造基準構造基準のののの見直見直見直見直しししし

基礎杭付きのビルも倒壊

ビルも津波でも倒壊しない構造へ

提言提言提言提言③③③③　　　　減災減災減災減災としてのとしてのとしてのとしての新新新新たなたなたなたな土地利用規制制度土地利用規制制度土地利用規制制度土地利用規制制度のののの創設創設創設創設

津波浸水予想区域津波浸水予想区域津波浸水予想区域津波浸水予想区域においてはにおいてはにおいてはにおいては，，，，立地場所立地場所立地場所立地場所のののの津波津波津波津波にににに対対対対するするするする安全度安全度安全度安全度をををを踏踏踏踏まえてまえてまえてまえて，，，，

・被災後の防災拠点となる「病院」や「学校」等
・迅速な避難行動が困難な「災害時要援護者施設」

立地規制立地規制立地規制立地規制

・ビルは，津波避難ビルとして屋上階段や最上階
 への備蓄倉庫の設置
・居室は，予想浸水深以上の高さに設置
・工場・企業は，避難路整備

・災害時要援護者を含む住民の避難計画策定
・住宅移転の支援制度
・ハザードマップの作成・周知　等

ソフトソフトソフトソフト対策強化対策強化対策強化対策強化

義務化義務化義務化義務化

- 2 -



２ ２ ２ ２ 大規模地震大規模地震大規模地震大規模地震・・・・津波津波津波津波にににに対応可能対応可能対応可能対応可能なななな基幹基幹基幹基幹となるとなるとなるとなる緊急輸送路緊急輸送路緊急輸送路緊急輸送路のののの整備促進整備促進整備促進整備促進

　 　 　 　 について について について について 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県担当課（室）　道路政策課，高規格道路課
【徳島県の現状と課題】

  

《東日本大震災からの復興の基本方針》（P3，25）
　◇　東日本大震災を教訓として，全国的に緊急に実施する必要性が高く，即効性が

ある防災，減災等のための施策を実施
　・社会基盤の防災対策の強化とルートの多重化を促進する。

《民主党政策集(INDEX2009)》（P2）
  ◇　災害対策

・全国各地で大規模地震の危険性が指摘され，被害は甚大なものになると予測さ
れている。

《現状》
■　東海・東南海・南海の「三連動地震」の発生が危惧され，東海地震に連動する場合に

は今後30年以内の発生確率が最大87％と，まさに切迫している状況にある。
■　東日本大震災において，道路は空港や港湾など他の交通機関と比較し，早い段階で

緊急輸送路としての機能を確保，救援救助や物流の確保に大きく寄与した。
■　地方においては基幹的な社会資本である幹線道路の整備が遅れている。
■　本県南部地域の唯一の幹線道路である国道55号は，東北地方太平洋沖地震大津波

警報により２区間で全面通行止めとなり，一部地域が孤立化した。

《課題》
◆　南海地震や「三連動地震」では，東日本大震災と同様に津波による甚大な被害や緊急
輸送路の分断が想定されることから，国土の防災・減災力の向上を図るためには，救
援救助，被災者支援及び物流の確保に資する緊急輸送路の整備が緊要である。

◆　迫る大規模地震・津波に対応可能な基幹となる緊急輸送路を整備するためには，緊
急的・集中的に整備を進める「新たな事業を創設」するとともに，整備に係る「地方負担
の軽減」を図るなど，戦略的重点投資を行う必要がある。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて
【徳島発の政策提言】 

《具体的内容》
安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの確保確保確保確保のためのためのためのため，，，，大規模地震大規模地震大規模地震大規模地震・・・・津波発生時津波発生時津波発生時津波発生時にににに対応可能対応可能対応可能対応可能なななな基幹基幹基幹基幹となるとなるとなるとなる緊急輸送緊急輸送緊急輸送緊急輸送

路路路路にににに戦略的重点投資戦略的重点投資戦略的重点投資戦略的重点投資をををを行行行行いいいい早期整備早期整備早期整備早期整備をををを図図図図ることることることること。。。。

①①①①　　　　高速道路等高速道路等高速道路等高速道路等ののののネットワークネットワークネットワークネットワーク未整備区間未整備区間未整備区間未整備区間のうちのうちのうちのうち，，，，迂回路迂回路迂回路迂回路がががが無無無無くくくく，，，，津波津波津波津波でででで基幹道路基幹道路基幹道路基幹道路のののの分分分分
断断断断，，，，地域地域地域地域のののの孤立孤立孤立孤立がががが想定想定想定想定されるされるされるされる箇所箇所箇所箇所についてはについてはについてはについては，，，，工事着手後概ね５年程度で整備を完了
させる「「「「基幹道路津波対策特別緊急事業基幹道路津波対策特別緊急事業基幹道路津波対策特別緊急事業基幹道路津波対策特別緊急事業」」」」をををを創設創設創設創設しししし，，，，緊急的緊急的緊急的緊急的・・・・集中的集中的集中的集中的にににに整備整備整備整備をををを進進進進めるこめるこめるこめるこ
とととと。。。。

　　　・海部道路 津波回避バイパスの新規事業着手＜津波対策＞
　　　・牟岐バイパス 整備促進＜津波対策＞

②  ②  ②  ②  三連動地震三連動地震三連動地震三連動地震のののの発生発生発生発生によりによりによりにより著著著著しいしいしいしい被害被害被害被害がががが予想予想予想予想されるされるされるされる地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおける高速道路等高速道路等高速道路等高速道路等のののの「「「「国土国土国土国土ミミミミ
ッシングリンクッシングリンクッシングリンクッシングリンク」」」」のののの解消解消解消解消をををを国策国策国策国策としてとしてとしてとして最優先最優先最優先最優先にににに行行行行うことうことうことうこと。。。。

　　　・四国横断自動車道(鳴門～阿南間) 整備促進
　　　・地域高規格道路阿南安芸自動車道 整備促進（唯一無二の「命の道」）

福井道路 新規事業着手,桑野道路 早期工事着手
海部道路 津波回避バイパスの新規事業着手（再掲）
牟岐バイパス 整備促進（再掲）　

③③③③　　　　三連動地震三連動地震三連動地震三連動地震のののの発生発生発生発生によりによりによりにより著著著著しいしいしいしい被害被害被害被害がががが予想予想予想予想されるされるされるされる地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおける高速道路等高速道路等高速道路等高速道路等のののの整備整備整備整備にににに
関関関関するするするする地方負担地方負担地方負担地方負担をををを軽減軽減軽減軽減することすることすることすること。　。　。　。　（新直轄方式に準じた負担割合）

      ・高速交通ネットワークを構成する地域高規格道路に係る国直轄道路事業
　　　・高速道路等に係る追加インターチェンジ及びアクセス道路整備事業

　主務省庁局名　国土交通省道路局
　関係法令等　　高速自動車国道法，道路整備特別措置法，地震財特法，地震防災対策特別措置法   
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＜参考＞
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３ ３ ３ ３ 木造住宅木造住宅木造住宅木造住宅のののの耐震化支援制度耐震化支援制度耐震化支援制度耐震化支援制度のののの拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県担当課（室）　住宅課
【徳島県の現状と課題】

《東日本大震災からの復興の基本方針》（P25）
  ◇ 今後の災害への備え     

    ・ 地震発生時の人的・経済的被害の軽減を図るため，住宅・建築物の
　　　 耐震化・省エネ化を推進 

《民主党 Manifesto 2009》（P21）
  ◇ 環境に優しく，質の高い住宅の普及を促進する。     

    ・ リフォームを最重点に位置づけ，バリアフリー改修，耐震補強改修，
　　　 太陽光パネルや断熱材設置などの省エネルギー改修工事を支援

《新成長戦略》（P27）
　◇ 観光立国・地域活性化戦略     
    ・ 住宅等の耐震化を徹底することにより，2020年までに耐震性が不十分な
　　　 住宅割合を５％に

《国の検討状況等》
　◇ 建築物等の耐震建替・改修等の促進
    ・ 住宅・多数の者が利用する建築物の耐震改修等に係る時限措置の延長
　　　［DID地区等の地区要件の撤廃，補助率の拡充(国と地方で15.2%→23%)］

《現状》
　■　全国の住宅の耐震化率79%（徳島県72%）
　■　徳島県では三連動地震対策が喫緊の課題で，木造住宅耐震化支援事業を実施。
　■　国が平成22年度補正予算限りで，耐震改修に戸当り30万円の緊急支援を実施。
　■　徳島県内の耐震改修申請件数が，平成23年1月以降に増加。　
　■　住宅エコポイント制度は，平成23年7月末までに着手した工事が対象。

《課題》
　◆　昭和56年以前の木造住宅は比較的高齢者世帯の割合が高く，また，耐震改修に
　　際しては付随する工事もあり，工事費の負担がネックとなっている。
　◆　耐震改修の促進については，バリアフリー工事など，地域特性に応じた施策と 
　　併せて支援するほうが効果的である。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて
【徳島発の政策提言】

《具体的内容》

　①　自己負担を軽減するため，恒久支援を実施すること。
　　　・早急な対策が必要な地域で行う耐震改修について，定額方式（30万円／戸）
　　　　で上乗せ支援を制度化すること。  

  ②　事務負担を軽減するため，支援制度を改善すること。
      ・自治体における事務負担を軽減することにより，多くの自治体が容易に取り
　　　　組めるよう，定額方式を採用するなど，使いやすい制度へ改善すること。

  ③　耐震意識を向上させるため，支援制度を改善すること。
　　  ・所有者の耐震改修への意欲が高まるよう，耐震改修とリフォームを併せて
　　　　支援すること。

　主務省庁局名　国土交通省住宅局

　関係法令等　　耐震改修促進法
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＜参考＞
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４ ４ ４ ４ 大規模地震大規模地震大規模地震大規模地震・・・・津波津波津波津波にににに向向向向けたけたけたけた下水道施設下水道施設下水道施設下水道施設のののの減災対策減災対策減災対策減災対策についてについてについてについて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県担当課（室）　下水環境課 
【徳島県の現状と課題】

《東日本大震災からの復興の基本方針》（P24）
　◇　大震災の教訓を踏まえた国づくり
　　・東海・東南海・南海地震による被害像の明確化及び被害軽減のための対策を
　　  検討する。　

《平成２３年度国予算の内容》
　◇　内閣府　　　地域自主戦略交付金　　　　　512,024百万円
　◇　国土交通省　社会資本整備総合交付金　　1,753,870百万円

《国の検討状況等》
　「中央防災会議」，「下水道地震・津波対策技術検討委員会」などにおいて対応
　策の検討が始められている。

《現状》
　■　東日本大震災では，津波により沿岸部の下水道浄化センターの建屋や機械・電
　　気設備が被災し，稼働停止となり住民生活に多大な影響を及ぼしたことを踏まえ
　　全国的に沿岸部の下水道浄化センターについて，大規模地震・津波対策の重要性
　　が高まっている。
　■　近い将来に「東海・東南海・南海」の三連動地震の発生が想定される地域であ
　　る本県においても，大規模地震・津波に対し施設の機能を保持するための減災対
　　策の必要性が注目されている。
　■　海に面している市町村にある供用中の下水道浄化センター
　　　全国　　１，０９１施設（２，１６２施設中　５０．５％）
　　　徳島県　　　　　８施設　　　 (１４施設中　５７．１％）　
　　
《課題》
　◆　東日本大震災を受けて津波浸水被害想定の見直し等に対応する新たな対策の実
　　施が必要となることが考えられ，今後事業費の確保が必要となる。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
　「３連動地震津波対象地域」における大規模地震・津波に向けた下水道施設の減災
　対策として
　①　津波浸水対策を社会資本整備総合交付金及び地域自主戦略交付金の交付対象 
　　とすること。

　　・施設,設備への衝撃を緩和する防護壁
　　・水処理施設の覆蓋
　　・機械・電気設備の防水化または高所設置
　　・ソーラーシステム組込のハイブリッド型の非常用電源設備
　②　社会資本整備総合交付金及び地域自主戦略交付金の交付率の嵩上げを行う
     こと。
　③　補正予算により減災対策にも財政支援を行うこと。

　主務省庁局名　内閣府，国土交通省水管理・国土保全局

　関係法令等　　下水道法
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＜参考＞

　 
　 
　 

　 　 　 　 
　 

　
　
　 
　・海に面している市町村にある供用中の下水道浄化センター
　　　全国　　１，０９１施設（２，１６２施設中　５０．５％）
　　　徳島県　　　　　８施設　　　（１４施設中　５７．１％）

のののの減災対策減災対策減災対策減災対策としてとしてとしてとして

    機械機械機械機械・・・・電気設備電気設備電気設備電気設備がががが使用不可能使用不可能使用不可能使用不可能にににに

    大規模地震大規模地震大規模地震大規模地震・・・・津波津波津波津波によるによるによるによる下水道施設下水道施設下水道施設下水道施設へへへへ深刻深刻深刻深刻なななな影響影響影響影響

　　　　・・・・下水処理施設下水処理施設下水処理施設下水処理施設のののの本復旧本復旧本復旧本復旧にににに膨大膨大膨大膨大なななな経費経費経費経費とととと時間時間時間時間！！！！

　　　　・・・・応急復旧応急復旧応急復旧応急復旧((((簡易処理簡易処理簡易処理簡易処理))))にににに伴伴伴伴うううう処理場周辺処理場周辺処理場周辺処理場周辺のののの生活環境悪化生活環境悪化生活環境悪化生活環境悪化！　！　！　！　

　　　　　　　　

「「「「３３３３連動地震津波対象地域連動地震津波対象地域連動地震津波対象地域連動地震津波対象地域」」」」

提言提言提言提言②②②②　　　　社会資本整備総合交付金及社会資本整備総合交付金及社会資本整備総合交付金及社会資本整備総合交付金及びびびび地域自主戦略 地域自主戦略 地域自主戦略 地域自主戦略 

　　　　　　　　　　　　交付金交付金交付金交付金のののの交付率交付率交付率交付率のののの嵩上嵩上嵩上嵩上げをげをげをげを！ ！ ！ ！ 

提言提言提言提言①①①①　　　　下水処理施設下水処理施設下水処理施設下水処理施設のののの津波浸水対策津波浸水対策津波浸水対策津波浸水対策をををを！！！！

提言提言提言提言③③③③　　　　補正予算補正予算補正予算補正予算によりによりによりにより減災対策減災対策減災対策減災対策にもにもにもにも財政支援財政支援財政支援財政支援をををを！ ！ ！ ！ 

 宮城県県南浄化センター  宮城県県南浄化センター

    大規模地震大規模地震大規模地震大規模地震・・・・津波津波津波津波によりによりによりにより下水処理施設下水処理施設下水処理施設下水処理施設がががが浸水浸水浸水浸水
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５５５５　　　　大規模地震大規模地震大規模地震大規模地震・・・・津波津波津波津波にににに向向向向けたけたけたけた河川事業河川事業河川事業河川事業のののの制度拡充制度拡充制度拡充制度拡充についてについてについてについて    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県担当課（室）　河川整備課

【徳島県の現状と課題】

《東日本大震災からの復興基本方針》（P24）
　◇　今後の災害への備え
　　・東海・東南海・南海地震による被害像の明確化及び被害軽減のための対策を

検討する。
《平成２３年度国予算の内容》
　◇　治水予算　　　　　　　　　　　568,593百万円（対前年度0.96)［国費］
《民主党の政権政策 Manifesto 2010》（P17）
  ◇　地域主権 

    ・ 地方が自由に使える「一括交付金」の第一段階として，2011年度に公共事業
をはじめとする投資への補助金を一括交付金化します。引き続き,さらなる
交付金化を検討します。

《現状》
　■　今回の東日本大震災では,津波の河川遡上により河川管理施設が甚大な被害を受

けた。徳島県においても,切迫性が高まる「東海・東南海・南海」の三連動地震へ
の備えが必要である。

　■　河川利用者や,流域住民に対して,津波の遡上情報を伝える必要がある。
《課題》
　◆　津波の遡上が予想される既存の河川施設（堤防・護岸等）に対して,詳細な堤防

の耐震調査を実施するための予算措置が不十分。
　◆　古い水門・樋門・排水機場は,現在の耐震構造基準で施工されていないが,「特

定構造物改築事業　河川管理施設長寿命化」は耐震補強工事が実施できない。
　◆　いつくるかわからない地震・津波に対応するためには、河川施設を常に健全な

状態に保つことが重要である。
　◆　従来の河川警報装置は,ゲリラ豪雨などの洪水から河川利用者への安全を確保す

ることを目的としており,津波に対してのメニューとなっていない。
　◆　一級河川においては「河川警報装置」の事業採択が継続されるが，二級河川に

おいてはH23年度までとなっている。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて
【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
　①　河川堤防の耐震調査が実施できる事業を創設すること。

・三連動地震への備えを早急に行うため,耐震調査が実施できる事業を創設する
こと。

  ②　既存施設の有効活用・長寿命化を積極的に推進すること。
      ・「特定構造物改築事業　河川管理施設長寿命化」において，耐震補強工事が実

施できるよう,制度を拡充すること。
  　  ・河川施設の健全を保ち，ライフサイクルコストを縮減するため，計画的な補修

・補強工事が実施できるよう,制度を創設すること。
　③　津波の河川遡上に対する避難情報を警報装置で行えるよう制度を拡充すること｡
      ・「減災」に向けて津波の情報提供を迅速に行うため,GPS波浪計とリンクした 

「河川警報装置」の整備を行うこと。
      ・二級河川において，H23年度までとなっている採択期間を延長すること。

　主務省庁局名　内閣府,国土交通省水管理・国土保全局

　関係法令等　　河川法
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＜参考＞

提言提言提言提言②②②②　　　　既存施設既存施設既存施設既存施設のののの有効活用有効活用有効活用有効活用・・・・長寿命化長寿命化長寿命化長寿命化をををを積極的積極的積極的積極的にににに推進推進推進推進することすることすることすること

地震で壊れた!!

もう立ってられないよ～ 地震に耐えたから

津波に

がんばれるよ

①　『特定構造物改築事業　河川管理施設長寿命化』は
　　耐震補強工事が実施できない
②　堤防・護岸の計画的な補修・補強のための財政措置が不十分

①　『特定構造物改築事業　河川管理施設長寿命化』の拡充
　　（耐震補強を組み込む）
②　堤防・護岸の長寿命化事業を創設
　　（ライフサイクルコストの縮減）

耐
震
化

①　洪水から河川利用者の安全を
　　確保することを目的として設置
②　一級河川において，事業継続となって
　　いるが，二級河川においては，Ｈ２３
　　までの採択となっている

河川警報装置

提言提言提言提言③③③③　　　　津波津波津波津波のののの河川遡上河川遡上河川遡上河川遡上にににに対対対対するするするする避難情報避難情報避難情報避難情報をををを警報装置警報装置警報装置警報装置でででで行行行行えるようえるようえるようえるよう
　　　　　　　　　　　　　　　　制度制度制度制度をををを拡充拡充拡充拡充することすることすることすること

GPS波浪計

津波がきます
川から避難
してください

①　河川警報装置を津波遡上の情報提供も可能とすること
②　二級河川においてH24以降も採択の対象とすること

既存の施設に対して，詳細な堤防・護岸の
耐震調査を実施するための財源措置が不十分

提言提言提言提言①①①①　　　　河川堤防河川堤防河川堤防河川堤防・・・・護岸護岸護岸護岸のののの耐震調査耐震調査耐震調査耐震調査がががが実施実施実施実施できるできるできるできる事業事業事業事業をををを創設創設創設創設することすることすることすること

耐震調査の実施

河川堤防・護岸について，
耐震調査が実施できる事業の創設が必要

（津波ハザードマップへの利用）
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６ ６ ６ ６ 橋梁橋梁橋梁橋梁のののの津波外力津波外力津波外力津波外力にににに対対対対するするするする設計手法設計手法設計手法設計手法のののの確立確立確立確立についてについてについてについて 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県担当課（室）　道路整備課
【徳島県の現状と課題】

《東日本大震災からの復興の基本方針》（P3，25）
　◇  東日本大震災を教訓として，全国的に緊急に実施する必要性が高く，即効性
　　がある防災，減災等のための施策を実施
　　・社会基盤の防災対策の強化を促進する。

《民主党の政権政策 Manifesto 2009又は2010》（P2）
  ◇ 災害対策
    ・全国各地で大規模地震の危険性が指摘され，特に都市部の被害は甚大なもの 
　　　になると予想されている。

《平成２３年度国予算の内容》
　◇　激甚な災害等による被災地での再度災害防止対策

《現状》
　■　南海地震は，今後３０年以内に発生する確率が６０％程度とされ，東海・東南 

海・南海地震が同時に発生する「三連動地震」も危惧されている。
　■　徳島県においては，緊急輸送道路の橋梁について，「プレート境界型の大規模
　　な地震」や「兵庫県南部地震のような内陸直下型地震」に対応し耐震化を進めて 
　　いる。　
　■　東日本大震災において，宮城県，岩手県沿岸の国道４５号などの橋梁上部工が
　　津波で流出したため，復旧・復興に支障をきたしている。
　■　現在，東日本大震災の被災状況の調査や津波外力の研究も行われている。
　　
《課題》
　◆　今までの橋梁の設計に当たっては，津波外力を考慮していないため，想定外の
　　津波に対して安全性が確保されていない。
　◆　南海地震や「三連動地震」では，東日本大震災と同様に津波による甚大な被害
　　が想定され，橋梁上部工の流出により，緊急輸送道路等の寸段等が想定されるこ
　　とから，救急救命，被害者支援及び物流の確保に資する緊急輸送道路等の確保の 
　　観点から，橋梁の津波外力に対する設計手法の確立が緊急の課題である。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
　①　安全・安心の確保のため，大規模災害時等に基幹となる緊急輸送道路等の確保
　　の観点から，津波外力を考慮した橋梁の設計手法について，早期確立を図ること。
  

  ②　三連動地震に備えた橋梁の津波対策については，橋梁の耐震化と同様に国の補
　　助事業として取り組むこと。

 主務省庁局名　国土交通省道路局

 関係法令等　　道路整備特別措置法
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＜参考＞
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７ ７ ７ ７ 三連動地震三連動地震三連動地震三連動地震にににに備備備備えるえるえるえる社会資本社会資本社会資本社会資本・・・・生産基盤整備生産基盤整備生産基盤整備生産基盤整備のののの推進推進推進推進についてについてについてについて 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                      県担当課（室）　県土整備政策課，農村振興課
【徳島県の現状と課題】

《東日本大震災からの復興の基本方針》（P25）
　◇今後の災害への備え 

    ・ 災害への対応力を高めた国土基盤の整備を行うなど災害に強い国土構造へ
　　　の再構築を図る。

《平成２３年度国予算の内容》

　◇　公共事業関係費（国土交通省）　４兆6,556億円（対前年度比0.96）
      （社会資本整備総合交付金から地域自主戦略交付金への拠出3,760億円を含む）
　

　◇　公共事業関係費（農林水産省）　　　6,285億円（対前年度比0.96）
　　　（農山漁村地域整備交付金から地域自主戦略交付金への拠出1,090億円を含む）　

　◇　 公共事業・施設費について５％を一つのめどとして執行をいったん留保
　　　・直轄事業：予算執行段階で原則として５％留保

　　　・補助事業：社会資本整備総合交付金等について原則として５％留保して配分

《現状》
　■　平成23年度当初予算において，公共事業関係費は4.2％の減となっており，さら
　　に東日本大震災の被災地への重点化を図る観点から，５％留保されている。
《課題》
　◆　公共事業予算の削減により，遅れている地方の社会資本整備が一層遅れ，都市
　　と地方の格差が拡大することが懸念される。
　◆　｢東海･東南海･南海｣の｢三連動地震｣の発生が懸念されており，防災・減災の観 
　　点からも，必要な社会資本整備を着実に進めていく必要がある。
　◆　農林水産業においても，三連動地震に備え，生産基盤の整備や保全を着実に進 
　　めることが必要である。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
　①①①①　　　　三連動地震三連動地震三連動地震三連動地震にににに備備備備えるえるえるえる，，，，真真真真にににに必要必要必要必要とされるとされるとされるとされる社会資本整備社会資本整備社会資本整備社会資本整備をををを推進推進推進推進することすることすることすること。。。。

　　　　　・三連動地震に備える，真に必要な社会資本整備が着実に推進できる公共事業

　　　予算の総額を確保すること。

　②②②②　公共事業予算公共事業予算公共事業予算公共事業予算のののの配分配分配分配分については，地域間格差是正や地域における経済・雇用

　　　対策の観点から，三連動地震三連動地震三連動地震三連動地震のののの地域地域地域地域や，社会資本整備社会資本整備社会資本整備社会資本整備のののの遅遅遅遅れているれているれているれている地方地方地方地方やややや

　　　財政力財政力財政力財政力がががが弱弱弱弱いいいい地方地方地方地方にににに重点配分重点配分重点配分重点配分すること。
　③③③③　農山漁村地域においても，三連動地震発生時の被害を軽減するため，生産基生産基生産基生産基
　　　　　　　　　　　　盤盤盤盤のののの整備整備整備整備やややや保全保全保全保全がががが着実着実着実着実にににに推進推進推進推進できるようできるようできるようできるよう，，，，予算配分予算配分予算配分予算配分にあたってはにあたってはにあたってはにあたっては十分十分十分十分にににに配慮配慮配慮配慮
　　　　　　　　　　　　すること。

　主務省庁局名　内閣府，国土交通省大臣官房，農林水産省大臣官房

　関係法令等　　道路法，河川法，港湾法，砂防法，海岸法，都市公園法，土地改良法　等

- 13 -



＜参考＞
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 【効果発現の遅れが懸念される基盤整備】

提言①
　　公共事業予算の総額確保

 【過去１０ヶ年における建設業許可業者の推移】

 【近年の社会資本整備の推移】

三連動地震に備える社会資本・生産基盤整備の推進

・三連動地震に備える，真に必要な社会資
本整備が着実に推進できる公共事業予算の
総額を確保すること

提言②，③
　　公共事業予算の重点配分

・三連動地震の地域や，社会資本・生産基
盤整備が遅れている地方や財政力が弱い地
方に重点配分すること

５５５５％％％％留保留保留保留保によりによりによりにより
経済経済経済経済・・・・雇用雇用雇用雇用にににに大大大大きなきなきなきな

影響影響影響影響がががが懸念懸念懸念懸念

国

当

初

予

算

 ○国営総合農地防災事業の工期　<Ｈ21末>
　　全国平均：20年（H22継続地区の平均工期，但し北海道を除く）
　　徳 島 県：吉野川下流域地区 19年経過（進捗率８３．１％）
　　　　　　　那　賀　川　地区 14年経過（進捗率２１．８％）

地域活性化地域活性化地域活性化地域活性化
遅遅遅遅れのれのれのれの懸念懸念懸念懸念

 ○建設業許可業者数  <Ｈ14 → Ｈ23>
　　全　　国： 571,388社 → 498,806社（１２．７％減）
　　徳 島 県： 　4,326社 → 　3,540社（１８．２％減）

疲弊疲弊疲弊疲弊がががが著著著著しいしいしいしい
地域経済地域経済地域経済地域経済

県

当
初

予

算

○道路改良率（車道幅員5.5m以上）　<Ｈ元 → Ｈ21>
　 全国平均： ６２．２％ → ７５．０％（１２．８％増）
　 徳 島 県： ４０．４％ → ５０．９％（１０．５％増）全国最下位

○汚水処理人口普及率　<Ｈ９末 → Ｈ21末>
　 全国平均： ６４．１％ → ８５．７％（２１．６％増）
　 徳 島 県： ２２．４％ → ４７．６％（２５．２％増）全国最下位

○堤防整備率（直轄管理河川）　<Ｈ元末 → Ｈ17末>
　 全国平均： ７７．８％ → ８４．４％（　６．６％増）
　 徳 島 県： ６６．９％ → ６８．２％（　１．３％増）

吉野川
 全国１０９の

 一級水系中１００位

予算削減予算削減予算削減予算削減によりによりによりにより
地域間格差地域間格差地域間格差地域間格差
拡大拡大拡大拡大のののの懸念懸念懸念懸念

被災地被災地被災地被災地のののの復旧復旧復旧復旧・・・・復興復興復興復興にはにはにはには，，，，そのそのそのその他他他他のののの都道府県都道府県都道府県都道府県がががが元気元気元気元気になることがになることがになることがになることが必要必要必要必要

【公共事業関係費の推移】
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８８８８ 農林水産業農林水産業農林水産業農林水産業のののの安定的安定的安定的安定的なななな事業継続事業継続事業継続事業継続をををを図図図図るためのるためのるためのるための「「「「防災防災防災防災・・・・減災減災減災減災」」」」対策対策対策対策
についてについてについてについて

県担当課（室）農林水産政策課，検査指導課，とくしまブランド戦略課，
畜産課，水産課，農業基盤整備課，林業振興課，森林整備課
西部総合県民局農林水産部

【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《《《《東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災からのからのからのからの復興復興復興復興のののの基本方針基本方針基本方針基本方針 （（（（PPPP16161616～～～～19191919））））》》》》
◇ 地域経済活動の再生 農業・林業・水産業

・地域の特性に応じた将来像を描き、力強い農業構造の実現を支援していく。
・効率的な木材の加工流通体制の構築を進め、住宅や公共建築物への地域材利
用を積極的に推進する。

・適切な資源管理等により漁場・資源の回復を図る。

《《《《民主党民主党民主党民主党のののの政権政策政権政策政権政策政権政策 ManifestoManifestoManifestoManifesto 2009200920092009 （（（（PPPP2222））））》》》》
◇ 災害対策

・全国各地で大規模地震の危険性が指摘されて，特に都市部の被害は甚大なも
のになると予測されている。

《《《《国国国国のののの検討状況等検討状況等検討状況等検討状況等》》》》
◇ 災害対策

・中央防災会議にて津波・地震の想定規模の見直し等を検討中である。

《《《《現状現状現状現状》》》》
■ 東日本大震災では，東北地方を中心に農畜林水産業関係施設等が甚大な被害を

受けている。これを教訓に，今後想定される南海地震等の発生に対応し，農畜林
水産業の安定的継続を図るための「防災・減災」対策が急務となっている。

《《《《課題課題課題課題》》》》
◆ 震災発生の際も,農畜水産物や復興用木材を迅速かつ安定的に供給できるような

関係施設等の確保と，生産者，流通及び加工事業者等が安定して事業継続できる
体制を構築する必要がある。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
①①①① 「「「「施設施設施設施設のののの強化強化強化強化」」」」にににに対対対対するするするする支援支援支援支援

「「「「地域再生基盤強化交付金地域再生基盤強化交付金地域再生基盤強化交付金地域再生基盤強化交付金」」」」 制度制度制度制度のののの・緊急輸送路を補完する農道・林道に係る の
を図ること。拡充拡充拡充拡充・・・・予算枠予算枠予算枠予算枠のののの確保確保確保確保

補助事業補助事業補助事業補助事業のののの補助率補助率補助率補助率のののの嵩上嵩上嵩上嵩上げげげげ 予予予予・漁港施設・海岸保全施設の機能強化に向けた 及び
を図ること。算額算額算額算額のののの拡大拡大拡大拡大

・農業，畜産業，林業及び水産業の生産・流通の基盤となる関係施設（集出荷・
加工施設，農産物直売所等）の と，被害の想定される耐震化等耐震化等耐震化等耐震化等によるによるによるによる機能強化機能強化機能強化機能強化
地域に立地する に対して支援すること。関係施設関係施設関係施設関係施設のののの移転等移転等移転等移転等

②②②② 「「「「資源資源資源資源のののの確保確保確保確保」」」」にににに対対対対するするするする支援支援支援支援
農畜水産物種苗等農畜水産物種苗等農畜水産物種苗等農畜水産物種苗等のののの遺伝資源遺伝資源遺伝資源遺伝資源についてについてについてについて，，，，国国国国のののの研究機関研究機関研究機関研究機関におけるにおけるにおけるにおける・ワカメをはじめ

とともに，被災後の す一元的一元的一元的一元的なななな保管体制保管体制保管体制保管体制をををを整整整整えるえるえるえる 産地産地産地産地へのへのへのへの供給供給供給供給システムシステムシステムシステムをををを構築構築構築構築
ること。

新新新新たにたにたにたに復興備蓄林復興備蓄林復興備蓄林復興備蓄林をををを・被災後の住宅建築等に必要な原木を速やかに調達するため
に対して支援すること。確保確保確保確保するするするする取取取取りりりり組組組組みみみみ

③③③③ 「「「「生産力生産力生産力生産力のののの維持維持維持維持」」」」にににに対対対対するするするする支援支援支援支援
・大震災により激甚な被害を受けた農地・農業用施設等の復旧に要する農家等の
負担分については， を創設すること。全額国庫補助全額国庫補助全額国庫補助全額国庫補助とするとするとするとする制度制度制度制度

必要不可欠必要不可欠必要不可欠必要不可欠なななな電力電力電力電力をををを確保確保確保確保・温室ハウスの暖房・照明，農畜水産物の冷蔵保管等に
整備に対して支援するこするためのするためのするためのするための再生再生再生再生エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーをををを活用活用活用活用したしたしたした発電発電発電発電システムシステムシステムシステムの

と。

主管省庁局名 農林水産省，林野庁，水産庁，内閣府
関 係 法 令 等 補助金適正化法，森林法，森林・林業基本法，建築基準法，農林水産業施設災害普及

事業費国庫補助の暫定措置に関する法律，地域再生法

- 15 -



＜＜＜＜参考参考参考参考＞＞＞＞
案）

「「「「千年千年千年千年にににに一度一度一度一度」」」」のののの大震災大震災大震災大震災にににに備備備備えたえたえたえた
農林水産業農林水産業農林水産業農林水産業のののの「「「「防災防災防災防災・・・・減災減災減災減災」」」」対策対策対策対策

農林道農林道農林道農林道でででで
輸送路補完輸送路補完輸送路補完輸送路補完

ⅡⅡⅡⅡ　　　　漁港漁港漁港漁港のののの防波堤防波堤防波堤防波堤
　　　　のののの嵩上嵩上嵩上嵩上げげげげ，，，，岸壁岸壁岸壁岸壁のののの
　　　　耐震化等事業耐震化等事業耐震化等事業耐震化等事業のののの
  補助率  補助率  補助率  補助率アップアップアップアップ
（（（（現状現状現状現状1111////2222→→→→要望要望要望要望2222////3333））））

ⅢⅢⅢⅢ　　　　集出荷施設等集出荷施設等集出荷施設等集出荷施設等
　　　　のののの耐震化促進耐震化促進耐震化促進耐震化促進，，，，
　　　　施設移転等施設移転等施設移転等施設移転等にににに対対対対
　　　　するするするする支援支援支援支援

ⅠⅠⅠⅠ　　　　ワカメワカメワカメワカメをはじめをはじめをはじめをはじめ
　　　　農畜水産物農畜水産物農畜水産物農畜水産物のののの種苗種苗種苗種苗
　　　　のののの国国国国におけるにおけるにおけるにおける一元一元一元一元
　　　　的的的的なななな保管保管保管保管とととと被災後被災後被災後被災後
　　　　のののの産地産地産地産地へのへのへのへの供給供給供給供給シシシシ
　　　　ステムステムステムステムのののの構築構築構築構築

ⅡⅡⅡⅡ　　　　被災後被災後被災後被災後のののの住宅住宅住宅住宅
　　　　建築等建築等建築等建築等にににに必要必要必要必要なななな
　　　　原木原木原木原木をををを速速速速やかにやかにやかにやかに
　　　　調達調達調達調達するためするためするためするため，，，，
　　　　新新新新たにたにたにたに「「「「復興備蓄林復興備蓄林復興備蓄林復興備蓄林」」」」
　　　　をををを確保確保確保確保するするするする取組取組取組取組みみみみ
　　　　にににに対対対対するするするする支援支援支援支援

ⅠⅠⅠⅠ　　　　緊急輸送路緊急輸送路緊急輸送路緊急輸送路をををを補完補完補完補完するするするする農道農道農道農道・・・・
　　　　林道林道林道林道にににに係係係係る る る る 「「「「地域再生基盤強化地域再生基盤強化地域再生基盤強化地域再生基盤強化
　　　　交付金交付金交付金交付金」」」」のののの制度制度制度制度のののの拡充拡充拡充拡充・・・・予算枠予算枠予算枠予算枠のののの
　　　　確保確保確保確保

農道農道農道農道・・・・林道林道林道林道

　○農道事業は「広域農道」のみ対象
　○林道事業は舗装実施に制限有り
　○緊急輸送路を補完する「農林道」の早急な
　　 整備が必要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設施設施設施設のののの強化強化強化強化提言提言提言提言①①①①

　 ○「基幹農道」も対象に！
   ○緊急輸送路を補完する箇所の舗装が
      実施できるよう要件緩和を！
　 ○「道整備交付金」制度の継続及び予算の確保を！

現状現状現状現状

山腹崩壊山腹崩壊山腹崩壊山腹崩壊でででで
通行不能通行不能通行不能通行不能

課題課題課題課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資源資源資源資源のののの確保確保確保確保提言提言提言提言②②②②

　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 生産力生産力生産力生産力のののの維持維持維持維持提言提言提言提言③③③③

　○激甚災害指定時は
　　 農家負担を「０」に！

 

  ○（例）除塩事業
　　 　　　補助率　９０％

現状現状現状現状 課題課題課題課題

ⅠⅠⅠⅠ　　　　被災農地被災農地被災農地被災農地・・・・農業用施設等農業用施設等農業用施設等農業用施設等のののの復旧復旧復旧復旧にににに要要要要するするするする
  農家等負担分  農家等負担分  農家等負担分  農家等負担分をををを全額国庫補助全額国庫補助全額国庫補助全額国庫補助とするとするとするとする制度制度制度制度
  の  の  の  の創設創設創設創設

負担負担負担負担
軽減軽減軽減軽減

ワカメワカメワカメワカメ等資源確保等資源確保等資源確保等資源確保

ⅡⅡⅡⅡ　　　　生産活動生産活動生産活動生産活動にににに必要必要必要必要なななな電力電力電力電力をををを確保確保確保確保するためのするためのするためのするための
  再生  再生  再生  再生エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーをををを利用利用利用利用したしたしたした発電発電発電発電システムシステムシステムシステムのののの
  整備  整備  整備  整備にににに対対対対するするするする支援支援支援支援

電力電力電力電力
供給供給供給供給

ソーラーソーラーソーラーソーラー発電発電発電発電 小水力発電小水力発電小水力発電小水力発電

園芸園芸園芸園芸ハウスハウスハウスハウス搾乳機搾乳機搾乳機搾乳機

復興備蓄林復興備蓄林復興備蓄林復興備蓄林のののの確保確保確保確保

防波堤防波堤防波堤防波堤のののの嵩上嵩上嵩上嵩上げげげげ・・・・耐震化耐震化耐震化耐震化 集出荷施設集出荷施設集出荷施設集出荷施設のののの耐震化耐震化耐震化耐震化・・・・移転移転移転移転
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９９９９ 減災減災減災減災をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院・・・・社会福祉施設等社会福祉施設等社会福祉施設等社会福祉施設等のののの整備整備整備整備についてについてについてについて

県担当課（室） 地域福祉課，こども未来課，生活衛生課
障害福祉課，医療政策課，長寿介護課

【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《東日本大震災からの復興の基本方針》(P25,26)
・防災拠点（災害に強い施設） 社会基盤の防災対策の強化を行う。,

・津波災害における避難誘導のあり方を再検証し，対策の見直しを進める。
・大規模災害発生時等にも医療を継続して提供できるよう，耐震化の促進等，医
療施設等の防災対策を強化する

《現状》
■ 東日本大震災では，災害拠点病院や高齢者等の要援護者が入所する社会福祉施
設等において特に津波による甚大な被害が発生した。

■ 国の交付金を活用した基金による耐震化事業については，ほとんどが今年度末
までの期限となっている。

■ 今回の地震により水道施設は甚大な被害を受け，被災地の住民生活また被災地
の衛生管理に重大な影響を与えている。

《課題》
◆ 津波の被害から社会福祉施設等の入所者のいのちを守るためには，浸水区域外
への移転が一番望ましいが，膨大な費用負担が生じる。

◆ 社会福祉施設等については，早急に耐震化を進めることが必要であるが，助成
制度上対象とならない施設がある。

◆ 国の交付金が有期限であることから，耐震化を計画している施設の整備が滞る
恐れがある。

◆ 国の補助採択基準である資本単価要件が厳しいため，県内１９市町の内６市町
しか資本単価要件が適用されない。また，国の国庫補助率が低いため，財政基盤
が弱い市町村では水道施設の耐震化が進んでいない。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

① 災害拠点病院や社会福祉施設等の安全な地域への移転浸水予想地域に位置する

促進等，あらゆる地震・津波対策を講じる 補助対象施設の拡大及びため，現行の

補助率の引き上げ 用地取得費に対する補助制度の創設 新たな施設・のほか など，

すること。設備整備費補助制度を創設

また， できるよう （車いす災害時要援護者が迅速に避難 避難の際に有効な備品

等） に対する こと整備 新たな助成制度を設ける

② 社会福祉施設及び災害拠点病院の耐震化工事を滞りなく完了 社会させるため，

福祉施設等耐震化等臨時特例基金，安心こども基金，介護基盤緊急整備等臨時特

を図るこ例基金及び医療施設耐震化臨時特例基金の積み増し及び実施期限の延長

と。

③ 水道施設耐震発災時の被災者の住民生活の維持及び被災地の衛生保持のため，
の を行うこと。化に係る事業 補助採択基準の緩和及び補助率の引き上げ

主管省庁局名 厚生労働省医政局，健康局，社会援護局，雇用均等・児童家庭局，老健局
関 係 法 令 等 社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱，社会福祉施設等耐震化等臨時特

例交付金交付要綱，介護基盤緊急整備等臨時特例交付金交付要綱，医療施設耐震化
臨時特例交付金交付要綱，簡易水道等施設整備費国庫補助金交付要綱，水道水源
開発等施設整備費国庫補助金交付要綱
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＜参考＞

耐震化推進耐震化推進耐震化推進耐震化推進のためののためののためののための基金基金基金基金はははは，，，，有期限有期限有期限有期限
(23年度末若しくは23年度末までに着手）

社会福祉施設等社会福祉施設等社会福祉施設等社会福祉施設等についてはについてはについてはについては，，，，津波津波津波津波によるによるによるによる建物倒壊建物倒壊建物倒壊建物倒壊やややや
避難避難避難避難までにまでにまでにまでに時間時間時間時間がががが無無無無くくくく被災被災被災被災したしたしたした人人人人がががが多数発生多数発生多数発生多数発生

災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院についてはについてはについてはについては，，，，津波津波津波津波によるによるによるによる建物倒壊建物倒壊建物倒壊建物倒壊やややや機機機機
能不全能不全能不全能不全によりによりによりにより被災者被災者被災者被災者のののの診療機能診療機能診療機能診療機能のののの喪失喪失喪失喪失

水道施設水道施設水道施設水道施設についてはについてはについてはについては，，，，長期間長期間長期間長期間のののの断水断水断水断水がががが継続継続継続継続，，，，被災者被災者被災者被災者
のののの生活生活生活生活，，，，衛生面衛生面衛生面衛生面にににに支障支障支障支障をををを生生生生じたじたじたじた

災害拠点病院，社会福祉施設等の津波対策

◆社会福祉施設等施設整備事業　　◆安心こども基金(対象外：公立保育所，放課後児童クラブ）
◆医療施設耐震化臨時特例基金
◆介護基盤緊急整備等臨時特例基金（※対象外：特別養護老人ホーム，養護老人ホーム等）

浸水区域内施設浸水区域内施設浸水区域内施設浸水区域内施設の移転，高層化

補助率補助率補助率補助率のののの引引引引きききき上上上上げげげげ

用地取得費用地取得費用地取得費用地取得費へのへのへのへの補助補助補助補助

補助対象施設補助対象施設補助対象施設補助対象施設のののの拡大拡大拡大拡大

災害拠点病院，社会福祉施設等の耐震化の促進

◆安心こども基金
◆医療施設耐震化臨時特例基金
◆介護基盤緊急整備等臨時特例基金
◆社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金

水道施設耐震化促進

＊国の採択基準
　基本単価（９０円／ｍ3）
　※県内適用可能６市町のみ

採択基準緩和採択基準緩和採択基準緩和採択基準緩和

補助率補助率補助率補助率のののの引引引引きききき上上上上げげげげ

提言提言提言提言①①①①

提言提言提言提言②②②②

提言提言提言提言③③③③

避難避難避難避難にににに有効有効有効有効なななな備品等整備品等整備品等整備品等整
備備備備にににに対対対対するするするする助成制度創助成制度創助成制度創助成制度創
設設設設(電動車いす，簡易担架等)

災害時要援護者の迅速な避難

被災病院

東日本大震災における問題点

課題

災害時要援護者災害時要援護者災害時要援護者災害時要援護者のののの
施設外施設外施設外施設外へのへのへのへの避難避難避難避難にににに
はははは時間時間時間時間をををを要要要要するするするする

震災時災害拠点病震災時災害拠点病震災時災害拠点病震災時災害拠点病
院院院院のののの診療機能確保診療機能確保診療機能確保診療機能確保

課題

（参考:耐震化関係基金）
施設の耐震化が
進まない恐れ

課題

採択基準厳採択基準厳採択基準厳採択基準厳しくしくしくしく，，，，補助率低補助率低補助率低補助率低いためいためいためいため耐耐耐耐
震化震化震化震化がががが進進進進んでいないんでいないんでいないんでいない
（全国30.3％本県18.4％）

耐震化基金耐震化基金耐震化基金耐震化基金のののの
積積積積みみみみ増増増増しししし及及及及びびびび実実実実
施期限施期限施期限施期限のののの延長延長延長延長
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10 10 10 10 原子力発電所原子力発電所原子力発電所原子力発電所のののの安全対策安全対策安全対策安全対策について について について について 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県担当課（室）　危機管理政策課
【徳島県の現状と課題】

《東日本大震災からの復興の基本方針》（P28）
　６　原子力災害からの復興
　
《国の検討状況等》
　◇原子力被災者への対応に関する当面の取組方針（5/17原子力災害対策本部）
　　・東京電力福島第一原子力発電所事故の収束・検証に関する当面の取組のロー 
　　　ドマップを提示

《現状》
　■　３月１１日に発生した東日本大震災を契機に，東京電力福島第一原子力発電所 
　　で発生した事故により，放射性物質の外部放出，周辺住民への避難指示，食品や 
　　飲料水の摂取制限など，広範囲に影響を及ぼしており，本県においては，先般， 
　　放射能に汚染された食肉の流通があるなど，県民に大きな不安を与えている。
　■　徳島県では，原子力事故等が発生した場合に適切な対応を図るため，３月２８ 
　　日に「原子力発電所災害対応方針」を策定・公表している。
　　　さらに，原子力災害に対する万全の体制を整備するため，７月８日には「原子 
　　力災害対策企画員室」を設置し，四国電力(株)との情報交換を実施したところで 
　　ある。
《課題》
　◆　福島第一原子力発電所事故のロードマップは示されたものの，収束はまだまだ 
　　見えない状況である。
　◆　原子力発電所への信頼が揺らいでおり，国として，安全基準を明確にし，安全 
　　確保を図る必要がある。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》

　①　福島第一原子力発電所事故の深刻な事態の早期収束に全力で取り組み，徹底的 

　　な原因究明と事故の対応についての検証を行い，その結果を公表すること。

　　　また、被害に対する迅速な補償を確実に行うこと。

　②　国の責任において，原子力発電所の安全基準などの根拠を具体的に示すととも 

　　に，原子力発電所の十分な安全対策を講じるよう事業者に対する指導を行い， 

　　原子力発電所の安全を確保すること。

　③　国および原子力事業者の責任において，放射線および放射性物質のより一層の 

　　監視体制強化を図るとともに，原子力防災対策を進める上で必要な情報を積極的 

　　に提供すること。

　④　放射能汚染に対する県民の不安解消のため，都道府県における放射能測定体制 

　　の整備等に対する支援を行うこと。

　⑤　原子力発電所の安全対策の実施状況を確認し，必要な情報を確実に得られる仕 

　　組みを設けることなどを内容とする協定を，隣接県とも締結するよう，事業者を

　　指導すること。
　主管省庁局名 　文部科学省原子力災害対策支援本部　　厚生労働省医薬食品局食品安全部　　

　　　　　　　 農林水産省総合食料局　　経済産業省原子力安全保安院　　
関係法令等　 原子力災害対策特別措置法
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原子力発電所原子力発電所原子力発電所原子力発電所のののの安全対策安全対策安全対策安全対策のののの強化強化強化強化についてについてについてについて

福島第一原子力福島第一原子力福島第一原子力福島第一原子力
発電所発電所発電所発電所のののの事故事故事故事故

放射性物質放射性物質放射性物質放射性物質のののの放出放出放出放出

国民国民国民国民・・・・県民県民県民県民のののの不安増大不安増大不安増大不安増大

○ 原発事故の見えない収束
○ 原子力発電所の不明確な安全基準
　　　　　　　　　　　　　　など・・・

福島第一原子力発電所事故の
早期収束と補償、原因究明と検証

　　　　　　　　　　提言①　　　　　　　　　　　　　　　　
 早期収束と補償
 原因究明と検証

国及び事業者による放射線
及び放射性物質の監視体制の強化

提言③　　　　　　
 監視体制の強化

地方自治体における放射能測定
体制への整備に対する支援

提言④　　　　　　　　　　　　
 放射能測定体制への支援

原子力発電所の安全対策の指導
及び安全基準の明確化

提言②　　　　　　　　　　　　
 原子力発電所の安全確保

必要な情報を確実に地方自治体
へ提供する仕組みの設立

提言⑤　　　　　　　　　　　
 協定締結による情報公開

国民国民国民国民・・・・県民県民県民県民のののの
安心安心安心安心・・・・信頼信頼信頼信頼のののの確保 確保 確保 確保 

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

〈参考〉

- 20 -


